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期  別 

 

 

 

項  目 

前 第 ２ 四 半 期 

自 平成 28年 ４ 月 1 日 
至 平成 28年 ９ 月 30 日 

当 第 ２ 四 半 期 

自 平成 29年 ４ 月 1 日 
至 平成 29年 ９ 月 30 日 

対前年同期 
増 減 率 

金  額 百分比 金  額 百分比 

 百万円 ％ 百万円 ％ ％ 

売 上 高 66,104 100.0 72,132 100.0 9.1 

営  業  損  失（ △ ） △ 3,606 △ 5.5 △ 4,037 △ 5.6 － 

経  常  損  失（ △ ） △ 7,490 △11.3 △ 3,649 △ 5.1 － 

税金等調整前四半期純損失(△) △ 7,364 △11.1 △13,490 △18.7 － 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △ 7,648 △11.6 △13,083 △18.1 － 

１株当たり四半期純損失（△） △ 224 円 18 銭 △ 383 円 48 銭  

（注）連結子会社数20社であります。 
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（百万円未満切捨て）

1. 平成30年3月期第2四半期の連結業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期第2四半期 72,132 9.1 △4,037 ― △3,649 ― △13,083 ―

29年3月期第2四半期 66,104 △23.6 △3,606 ― △7,490 ― △7,648 ―

（注）包括利益 30年3月期第2四半期　　△13,347百万円 （―％） 29年3月期第2四半期　　△9,866百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年3月期第2四半期 △383.48 ―

29年3月期第2四半期 △224.18 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期第2四半期 112,334 62,828 55.9

29年3月期 108,685 76,656 70.4

（参考）自己資本 30年3月期第2四半期 62,818百万円 29年3月期 76,507百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00

30年3月期 ― 0.00

30年3月期（予想） ― ― ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　 30年３月期の配当予想額については、為替相場の変動が連結純資産の変動に与える影響が大きいことから、現時点では未定であります。なお、当社の配当

方針（連結純資産配当率１％）に変更はございません。配当予想額の開示が可能になった時点で速やかに公表いたします。

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 140,000 4.6 △8,400 ― △8,000 ― △17,400 ― △509.98

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料９ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有
の会計処理の適用）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期2Q 36,130,796 株 29年3月期 36,130,796 株

② 期末自己株式数 30年3月期2Q 2,011,765 株 29年3月期 2,011,765 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年3月期2Q 34,119,031 株 29年3月期2Q 34,119,109 株

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件
及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報
に関する説明」をご覧ください。

２．当社は、平成29年11月14日（火）にアナリスト・投資家向け決算説明会を開催する予定であります。この説明会で配布する説明会資料及び動画は開催後速
やかに当社ウェブサイトに掲載する予定であります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間における当社の主要市場である米国は、業況、雇用、個人消費のいずれにおきまして

も好調に推移しておりますが、消費者物価指数からみた消費者のインフレ見通しは、引き続き低水準で推移してお

ります。欧州では金融緩和が下支えとなり、内需を中心として景気回復を維持しております。中国につきましては

消費者物価指数などの主要指標の伸びが鈍化しており、景気減速傾向が継続しております。 

わが国におきましては、輸出数量指数は横ばいで推移している状態となっておりますが、生産活動及び個人消費

が回復しており、緩やかな景気回復の動きを維持しております。 

このような状況下、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は72,132百万円（前年同四半期比9.1％

増）となりました。売上は増加いたしましたが、メモリなどの部材価格が高止まりしていること、また、北米にお

ける価格競争の激化などから、営業損失は4,037百万円（前年同四半期は3,606百万円の営業損失）を計上すること

になりました。経常損失は3,649百万円（前年同四半期は7,490百万円の経常損失）となりました。親会社株主に帰

属する四半期純損失は13,083百万円（前年同四半期は7,648百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となり

ました。 

所在地別セグメントの状況は次のとおりであります。 

① 日本 

前連結会計年度において連結子会社であったＤＸアンテナ株式会社の当社保有全株式をエレコム株式会社に譲

渡し、連結の範囲から除外したため、同社が販売していた受信関連用電子機器の売上がなくなり減収となりまし

たが、液晶テレビやＢＤレコーダーは販売が好調に推移したことにより増収となりました。この結果、売上高は

20,232百万円（前年同四半期比47.1％増）、セグメント損失（営業損失）は782百万円（前年同四半期は2,326百

万円のセグメント損失（営業損失））となりました。 

② 米州 

液晶テレビやＢＤプレーヤーは販売が好調に推移したことにより増収となりましたが、ＤＶＤ関連製品やイン

クカートリッジは減収となりました。この結果、売上高は51,595百万円（前年同四半期比0.7％減）となり、セ

グメント損失（営業損失）は762百万円（前年同四半期は1,337百万円のセグメント損失（営業損失））となりま

した。 

③ アジア 

液晶テレビが増収となりました。この結果、売上高は237百万円（前年同四半期比66.4％増）となり、セグメ

ント損失（営業損失）は2,462百万円（前年同四半期は148百万円のセグメント利益（営業利益））となりました。 

④ 欧州 

インクジェットプリンターやインクカートリッジが減収となりました。この結果、売上高は66百万円（前年同

四半期比75.2％減）、セグメント損失（営業損失）は41百万円（前年同四半期は９百万円のセグメント損失（営

業損失））となりました。 

機器別の売上高は次のとおりであります。 

① 映像機器 

映像機器では、ＤＶＤプレーヤーやＤＶＤレコーダーが減収となりましたが、液晶テレビやＢＤレコーダーの

販売が好調に推移したことにより増収となりました。この結果、当該機器の売上高は68,521百万円（前年同四半

期比19.2％増）となりました。 

② 情報機器 

情報機器では、インクジェットプリンター及びインクカートリッジが減収となりました。この結果、売上高は

1,880百万円（前年同四半期比11.0％減）となりました。 

③ その他 

上記機器以外では、前連結会計年度において連結子会社であったＤＸアンテナ株式会社の当社保有全株式をエ

レコム株式会社に譲渡し、連結の範囲から除外したため、同社が販売していた受信関連用電子機器の売上がなく

なったこと等により、売上高は1,730百万円（前年同四半期比73.5％減）となりました。
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（２）連結財政状態に関する説明 

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は下記のとおりであります。 

資産の部につきましては、前連結会計年度末に比べて3,649百万円増加いたしました。その主なものは、現金及

び預金が5,882百万円、有形固定資産が4,463百万円、無形固定資産が3,225百万円、投資その他の資産のその他に

含まれている長期前払費用が2,098百万円減少し、商品及び製品が9,919百万円、原材料及び貯蔵品が9,316百万円

増加したことなどによるものであります。 

負債の部につきましては、前連結会計年度末に比べて17,477百万円増加いたしました。その主なものは、支払手

形及び買掛金が9,342百万円、短期借入金が5,636百万円増加したことなどによるものであります。 

純資産の部につきましては、前連結会計年度末に比べて13,828百万円減少いたしました。その主なものは、利益

剰余金が13,425百万円、為替換算調整勘定が323百万円減少したことなどによるものであります。 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

連結業績予想につきましては、平成29年５月15日の「平成29年３月期決算短信」で公表いたしました内容から変

更しております。詳細につきましては、平成29年11月６日公表の「特別損失の計上並びに第２四半期連結累計期間

及び通期の連結業績予想数値の修正に関するお知らせ」をご覧ください。 

（注）業績予想は、現時点で入手した情報に基づき判断したものでリスクや不確実性を含んでおります。主要市場

である米国をはじめ、海外の経済情勢の変化や製品価格及び為替の急激な変動などにより実際の業績は見通

しと異なることがあります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記 

（１）四半期連結貸借対照表 

  （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 40,136 34,253 

受取手形及び売掛金 15,571 16,454 

商品及び製品 15,459 25,379 

仕掛品 1,149 953 

原材料及び貯蔵品 9,644 18,960 

その他 4,390 4,393 

貸倒引当金 △847 △1,131 

流動資産合計 85,503 99,263 

固定資産   

有形固定資産 12,963 8,500 

無形固定資産 3,342 116 

投資その他の資産   

退職給付に係る資産 1,543 1,535 

その他 5,583 3,220 

貸倒引当金 △252 △302 

投資その他の資産合計 6,875 4,453 

固定資産合計 23,181 13,070 

資産合計 108,685 112,334 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 18,603 27,945 

短期借入金 － 5,636 

未払法人税等 813 338 

引当金 491 920 

その他 9,667 12,247 

流動負債合計 29,575 47,089 

固定負債   

引当金 1,047 1,021 

退職給付に係る負債 15 16 

その他 1,391 1,378 

固定負債合計 2,453 2,417 

負債合計 32,028 49,506 
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  （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 31,307 31,307 

資本剰余金 33,603 33,603 

利益剰余金 47,020 33,595 

自己株式 △24,341 △24,341 

株主資本合計 87,590 74,165 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11 18 

為替換算調整勘定 △11,206 △11,529 

退職給付に係る調整累計額 111 164 

その他の包括利益累計額合計 △11,082 △11,346 

新株予約権 149 9 

純資産合計 76,656 62,828 

負債純資産合計 108,685 112,334 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

（四半期連結損益計算書） 

（第２四半期連結累計期間） 

  （単位：百万円） 

 

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

売上高 66,104 72,132 

売上原価 56,109 65,456 

売上総利益 9,995 6,675 

販売費及び一般管理費 13,601 10,712 

営業損失（△） △3,606 △4,037 

営業外収益   

受取利息 102 121 

受取配当金 16 2 

為替差益 － 417 

その他 85 127 

営業外収益合計 204 669 

営業外費用   

支払利息 80 17 

持分法による投資損失 1 － 

為替差損 3,868 － 

支払補償費 － 225 

その他 137 38 

営業外費用合計 4,088 281 

経常損失（△） △7,490 △3,649 

特別利益   

固定資産売却益 184 6 

新株予約権戻入益 0 145 

その他 45 9 

特別利益合計 230 161 

特別損失   

固定資産処分損 46 11 

減損損失 ※１ 59 ※１ 9,991 

特別損失合計 105 10,002 

税金等調整前四半期純損失（△） △7,364 △13,490 

法人税等 284 △406 

四半期純損失（△） △7,649 △13,083 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 － 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △7,648 △13,083 
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（四半期連結包括利益計算書） 

（第２四半期連結累計期間） 

  （単位：百万円） 

 

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

四半期純損失（△） △7,649 △13,083 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △31 6 

為替換算調整勘定 △2,135 △323 

持分法適用会社に対する持分相当額 △24 － 

退職給付に係る調整額 △25 53 

その他の包括利益合計 △2,216 △263 

四半期包括利益 △9,866 △13,347 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △9,855 △13,347 

非支配株主に係る四半期包括利益 △10 － 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  （単位：百万円） 

 

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △7,364 △13,490 

減価償却費 1,967 1,881 

減損損失 59 9,991 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 345 324 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △16 18 

受取利息及び受取配当金 △118 △124 

支払利息 80 17 

持分法による投資損益（△は益） 1 － 

有形固定資産除却損 46 5 

有形固定資産売却損益（△は益） △184 △6 

投資有価証券売却損益（△は益） △31 △9 

売上債権の増減額（△は増加） 4,419 △720 

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,609 △18,647 

仕入債務の増減額（△は減少） 3,605 9,218 

未払金の増減額（△は減少） △23,506 1,321 

その他 △1,292 262 

小計 △18,380 △9,956 

利息及び配当金の受取額 121 116 

利息の支払額 △80 △18 

法人税等の支払額 △36 △174 

法人税等の還付額 49 61 

営業活動によるキャッシュ・フロー △18,326 △9,972 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,399 △1,350 

定期預金の払戻による収入 8,747 － 

有形固定資産の取得による支出 △1,534 △979 

有形固定資産の売却による収入 187 18 

無形固定資産の取得による支出 △51 △298 

投資有価証券の取得による支出 △5 － 

投資有価証券の売却による収入 54 316 

その他 8 38 

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,006 △2,255 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,556 5,564 

配当金の支払額 △1,023 △341 

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出 
△188 － 

その他 △109 △122 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,876 5,100 

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,168 △153 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,027 △7,280 

現金及び現金同等物の期首残高 47,116 38,971 

現金及び現金同等物の四半期末残高 31,088 31,690 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報） 

（タックスヘイブン対策税制について） 

当社は、平成23年６月29日、大阪国税局より、当社の香港子会社がタックスヘイブン対策税制の適用除外要件を

満たしていないとの判断により、平成20年３月期から平成22年３月期の３年間について当社の香港子会社の所得を

当社の所得の額とみなして合算課税するとの更正通知を受領いたしました。当社は、この更正処分を不服として、

平成23年８月25日、大阪国税不服審判所に対して審査請求を行い、平成24年７月18日、当社の請求を棄却する旨の

裁決書を受領いたしました。当社といたしましては、この裁決は誠に遺憾であり到底承服できるものではないた

め、平成25年１月17日、東京地方裁判所に対して更正処分の取消請求訴訟を提起しておりましたが、平成28年９月

28日に当社の請求を棄却する旨の判決がなされました。当社は、この判決内容に承服できないことから、平成28年

10月12日、東京高等裁判所に控訴いたしましたが、平成29年10月26日に当社の請求を棄却する旨の判決を受けまし

た。この判決に対して、当社が上告及び上告受理の申立てを行わなかったため、平成29年11月10日に本件控訴審判

決が確定いたしました。 

追徴税額は、法人税、住民税及び事業税を含め825百万円（附帯税を含め935百万円）であります。これについて

は、「諸税金に関する会計処理及び表示に係る監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報

告第63号）に従い、平成24年３月期において「過年度法人税等」として費用処理いたしました。 

また、税務調査が終了した年度の翌連結会計年度である平成23年３月期から当該税制を適用した場合の影響額を

費用処理しております。 

（四半期連結損益計算書関係） 

※１．減損損失 

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

当社グループは、原則として、事業用資産については継続的に収支の把握を行っている法人単位を基礎とし

た区分によりグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っておりま

す。 

前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日） 

用途 場所 種類 

除却予定資産 
Funai Electric Cebu,Inc. 

（フィリピン セブ） 
機械装置及び運搬具 

当社はLexmark International,Inc.から製造子会社（現Funai Electric Cebu,Inc.）の株式を取得して以

降、同社よりインクカートリッジの生産を請け負っておりますが、一部のモデルについて生産が終了するのに

伴い、従来、事業用資産としてグルーピングしていた除却予定資産につきまして、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額（59百万円）を特別損失に計上いたしました。 

なお、当該資産の回収可能価額は処分価額をもとにした正味売却価額により算定しております。
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当社グループは、事業用資産については連結グループにおける管理会計上の単位を基礎とした区分によりグ

ルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日） 

用途 場所 種類 減損損失（百万円） 

事業用資産 
船井電機㈱ 

（大阪府大東市） 

工具、器具及び備品 130 

リース資産（有形） 4 

特許権 2,451 

ソフトウェア 75 

長期前払費用 2,918 

事業用資産 
船井電機(香港)有限公司 

（香港 新界） 

建物及び構築物 19 

機械装置及び運搬具 29 

工具、器具及び備品 466 

事業用資産 
FUNAI（THAILAND）CO.,LTD. 

（タイ ナコンラーチャシーマー） 

建物及び構築物 566 

機械装置及び運搬具 135 

工具、器具及び備品 197 

土地 56 

ソフトウェア 1 

事業用資産 
Funai Electric Philippines Inc. 

（フィリピン バタンガス） 

建物及び構築物 471 

機械装置及び運搬具 332 

工具、器具及び備品 207 

ソフトウェア 34 

事業用資産 
Funai Electric Cebu,Inc. 

（フィリピン セブ） 

建物及び構築物 538 

機械装置及び運搬具 597 

工具、器具及び備品 67 

ソフトウェア 33 

事業用資産 
FEP REAL ESTATE,INC. 

（フィリピン マカティ） 
土地 42 

事業用資産 
FUNAI CORPORATION,INC. 

（米国 ニュージャージ） 

建物及び構築物 0 

機械装置及び運搬具 2 

工具、器具及び備品 1 

リース資産（無形） 295 

事業用資産 
Funai Trading Corp. 

（米国 カリフォルニア） 

建物及び構築物 4 

機械装置及び運搬具 27 

工具、器具及び備品 33 

ソフトウェア 55 

事業用資産 
Funai Lexington Technology Corporation 

（米国 ケンタッキー） 

機械装置及び運搬具 136 

工具、器具及び備品 5 

ソフトウェア 3 

事業用資産 
Funai Manufacturing,S.A.DE C.V. 

（メキシコ ティファナ） 

建物及び構築物 11 

機械装置及び運搬具 4 

工具、器具及び備品 4 

ソフトウェア 8 

事業用資産 
P&F MEXICANA, S.A. DE C.V. 

（メキシコ メヒコ） 

機械装置及び運搬具 3 

工具、器具及び備品 1 

ソフトウェア 13 

合 計 9,991 

当第２四半期連結累計期間において、収益性が著しく低下している事業用資産について、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額（9,991百万円）を特別損失に計上いたしました。 

なお、当該資産の回収可能価額は、建物及び構築物並びに土地については正味売却価額により測定してお

り、不動産鑑定士等により合理的に算定された評価額に基づく正味売却価額を使用しており、前述以外の資

産については正味売却価額によって測定しており、正味売却価額を零として算定しております。
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（セグメント情報） 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：百万円） 

 報告セグメント 
調整額 

（注）１. 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）２. 
 日本 米州 アジア 欧州 計 

売上高        

(1）外部顧客への売上高 13,755 51,938 142 268 66,104 － 66,104 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 44,867 586 45,068 － 90,521 (90,521) － 

計 58,623 52,524 45,210 268 156,626 (90,521) 66,104 

セグメント利益又はセグメント

損失（△） 
△2,326 △1,337 148 △9 △3,525 (81) △3,606 

（注）１．セグメント損失（△）の調整額△81百万円には、セグメント間取引消去23百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△399百万円及び棚卸資産の調整額294百万円が含まれております。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：百万円） 

 報告セグメント 
調整額 

（注）１. 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）２. 
 日本 米州 アジア 欧州 計 

売上高        

(1）外部顧客への売上高 20,232 51,595 237 66 72,132 － 72,132 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 53,520 869 63,569 － 117,959 (117,959) － 

計 73,753 52,465 63,806 66 190,092 (117,959) 72,132 

セグメント損失（△） △782 △762 △2,462 △41 △4,048 11 △4,037 

（注）１．セグメント損失（△）の調整額11百万円には、セグメント間取引消去２百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△395百万円及び棚卸資産の調整額404百万円が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。
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３．その他 

継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは、前連結会計年度において、重要な営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失及び

マイナスの営業キャッシュ・フローを計上し、当第２四半期連結累計期間においても営業損失、経常損失、親会社

株主に帰属する四半期純損失及びマイナスの営業キャッシュ・フローを計上したことから、現時点においては継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

現状の当社グループの現金及び預金の残高にて、当面の間の運転資金及び借入金の返済等が十分に賄える状況で

あることから、重要な資金繰りの懸念はありません。 

また、当社グループは前連結会計年度に中期経営方針を策定し、その基本方針に基づいて既に以下の対応策を段

階的に実行していることから、当該事象の解消が実現できるものと考えております。 

① ディスプレイ事業（液晶テレビ事業） 

北米市場での販売拡大：大型４Ｋの複数モデル導入により既存顧客先での販売増と新規顧客開拓。 

日本市場参入：株式会社ヤマダ電機での独占販売により日本市場でのシェア拡大。 

② デジタルメディア事業（ＤＶＤ・ＢＤ事業） 

北米市場での４ＫＢＤプレーヤーの販売拡大。 

日本市場参入：株式会社ヤマダ電機での独占販売により日本市場でのシェア拡大。 

③ オフィスソリューション事業（情報機器関連事業） 

高付加価値プリンター製品の販売拡大による収益率の向上。 

投資範囲の厳正化を図りつつ、マイクロフルイディクス（微量流体制御技術）の技術開発の継続、及び実用化

に向けた資源の集中。 

④ 新規事業 

ヘルスケア、医療、車載に関する新製品の開発と市場投入による売上拡大。 

従いまして、当第２四半期連結会計期間の末日現在において、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認めら

れないものと判断し、四半期連結財務諸表の「継続企業の前提に関する注記」には記載しておりません。 



（お問合せ先）

船 井 電 機 株 式 会 社 経 営企 画 課

〒574-0013 大阪府大東市中垣内七丁目７番１号

　　　　　　　 TEL 072（870）4395 ･ FAX 072（870）4613
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